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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，地盤の増幅特性を周期ごとに評価し，地盤増幅率マップを構築すること
である．東北地方太平洋沖地震を含む32地震の観測記録をもとに応答スペクトルの距離減衰式を構築した．距離減衰式
の地点補正項と深さ30mまでの平均S波速度の関係式を周期ごとに評価し，日本全国を対象として周期ごとの地盤増幅度
を推定した．さらに，地震動の周期特性と過去の地震における構造物被害の関係性を検討した．東北地方太平洋沖地震
の際の宮城県仙台市における上水道管路の被害については，丘陵を平坦化した造成地にとくに被害が集中していた．地
震動の周期特性と被害率の相関性はやや不明瞭な点もあり今後の検討課題である．

研究成果の概要（英文）：In this study, the characteristics of site amplification in Japan were estimated 
using the attenuation relationship of each station’s response spectrum. Ground motion records observed 
during 32 earthquakes were employed to construct the attenuation relationship. The station correction 
factors were evaluated with respect to the average shear wave velocities averaged over the upper 30 m 
(AVS30) using a geographic information system dataset. Then, the site amplifications for specific periods 
were estimated throughout Japan. This study also focused on the seismically induced damage to water 
distribution pipeline in Sendai City. The inventory of water distribution pipeline and the locations of 
pipe breaks compiled by the Sendai City Waterworks Bureau were employed in this study. The seismically 
induced damage to water distribution pipelines concentrated in the hilly residential areas developed with 
cutting and leveling the hills and then filling the valleys for the past several ten years.

研究分野：都市安全工学
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  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 2011 年 3 月に発生した M9 の超巨大地震で
ある東北地方太平洋沖地震では，主に津波に
よって東日本の広範囲に甚大な被害をもた
らした．一方で，震源に近い東北地方では宮
城県栗原市で震度 7 の非常に強い揺れを観測
したが，地震動による被害は懸念されたほど
多くはなく，津波による広域な被害と比べる
と極めて限定的であった．この理由の一つと
して指摘されるのは，東北地方で観測された
地震動の周期特性である．東北地方で観測さ
れた地震記録の多くは，周期約 0.5 秒以下の
成分が卓越する特徴を持っている．このよう
な地震動は，工場やプラントの生産設備およ
び配管系統，一部の土木構造物などに影響を
与えることがある．しかし，例えば木造住宅
は倒壊などの深刻な被害に遭うことはほと
んどない． 

 一方，1995 年兵庫県南部地震（最大震度 7）
では，震動によって多数の建物が倒壊し甚大
な被害をもたらした．この際に観測された地
震動は周期 1～2 秒の成分が卓越しており，
木造住宅に影響を与えやすい揺れ方であっ
たことが分かっている．このように，同じ震
度 7 であっても，地震動の周期特性によって
建物が倒壊する場合とそうでない場合があ
る．したがって，構造物の入力地震動を詳細
に評価するには，地震動の周期特性を明らか
にすることが重要である． 

 

２．研究の目的 

 本研究は，地震観測記録に基づいて地盤増
幅率の周期特性を明らかにし，周期ごとに地
盤増幅率マップを整備することを目的とす
る．さらに，過去の地震の際の地中埋設管，
木造建物などの構造物被害データと，増幅率
マップを用いて推定される地震動強さの相
関性を周期帯別に検討し，地震動の周期特性
と構造物被害の関係性を評価する．本研究の
最終的な目標は，地盤増幅率マップの全国版
を提案し，地震動の周期特性を地震発生直後
に把握できる地震情報システムのプロトタ
イプを構築することである． 

 

３．研究の方法 

 地震観測点における地盤増幅率の周期特
性を地震記録を用いて明らかにする．地震記
録から推定する地盤増幅率の周期特性の妥
当性は，防災科学技術研究所が配備している
基盤強震観測網（KiK-net）や東京大学地震研
究所が中心となり構築を進めている首都圏
地震観測網（MeSO-net）による地中地震記録
を用いて検証する．地震動の周期特性は，周
期または振動数の関数であるスペクトルと
して表現する必要があるが，本研究では構造
物の設計によく使われる地震応答スペクト
ルを用いる． 

 地震観測点を対象として推定した地盤増
幅率の周期特性を面的に展開し，地盤増幅率
マップを整備する．点情報を面的に拡張する

手法としては，均質な精度で広範囲を網羅で
きるデータを説明変数として回帰分析を行
うことが挙げられる．本研究では，全国を均
質に網羅することのできる，標高および傾斜
角，微地形区分，深さ 30m までの平均 S 波速
度（AVS30）などをパラメータとした周期ご
との地盤増幅率の予測式を構築し，地盤増幅
率マップを作成する． 

 さらに，地盤増幅率マップを用いて既往の
被害地震の地震動分布を周期ごとに推定し，
構造物被害との相関分析を行う．これによっ
て，地震動強さの周期特性と構造物被害率の
関係を定量化し，増幅率マップの有用性を検
証する． 

 
４．研究成果 
(1)地盤増幅率の周期特性の面的評価 
 地震観測点における震動の周期ごとの地
盤増幅率を評価するために，応答スペクトル
の距離減衰式を構築し，その地点補正項を利
用することを検討する．応答スペクトルの距
離減衰式には，式(1)のような関数形を仮定し
た．また，国内の 32 地震の観測記録を使用
した． 
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ここで，y(T)は減衰定数 5%の速度応答スペク
トルの水平 2 成分の合成値（cm/s），r は断層
最短距離（km），H は震源深さ（km），bi(T)

は周期 T ごとの回帰係数である．k(T)は，震
源付近で地震動強さが飽和することを表現
するための回帰定数である 1)．ci(T)は観測点 i

の地点補正項であり，その観測点における地
盤条件，地形効果，地震計の設置条件などの
影響が重なったものと考えることができる 2)．
なお，地点補正の平均値は 0 となる． 

 本研究では，地点補正項 ci(T)が各地点の震
動特性を表わすものとして妥当であるか，
KiK-net 観測点における地中－地表間の地震
動伝達関数と比較することで検討を行う．な
お，本研究の地点補正スペクトルは速度応答
スペクトルに関するものであるが，速度応答
スペクトル比と平滑化したフーリエスペク
トルの振幅比が似た形状を示す 3)ため，ここ
では伝達関数と比較した．伝達関数 H(f)は，
式(2)のように表され，Sxx(f)は地中における加
速度波形のパワースペクトル，Sxy(f)は地中と
地表加速度のクロススペクトルである． 
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図 1 に，結果の一例を示す．なお，地点補
正項の基準となる層を明確化することが難
しいため，ここでは岩盤サイト 10 箇所にお
ける地点補正項の平均値を用いて，各地震観
測点の地点補正項を基準化した．地点補正項
と伝達関数の周期ごとの変動を比較したと
ころ，いずれの地点でも地点補正項と伝達関
数の周期特性は概ね一致していた．このこと



から，周期特性を考慮した地盤増幅特性の推
定には，地点補正を適切な層で基準化し利用
すれば，有効であると考えられる．しかしな
がら，一部の観測点における東北地方太平洋
沖地震の本震など，地盤の非線形性の程度が
高い場合の適用性については議論の余地が
残る． 

地点補正項と地震観測点の深さ 30m まで
の平均 S 波速度（AVS30）の関係を評価した．
AVS30 は，公開されている K-NET，KiK-net

のボーリングデータを用いて，松岡ら 4)の算
出方法に従い算出した．図 2 に周期 1.0 秒の
ときの結果を示す．AVS30 と地点補正項の相
関係数，標準誤差を周期ごとに評価したとこ
ろ，地点補正項が適用可能と考えられるのは
周期約 0.5 秒以上の震動成分であることが分
かった． 

以上のことをふまえると，地点補正項はそ
の地点の周期ごとの地盤増幅特性を表すの
に有効であり，さらに周期約 0.5 秒以上に関
しては AVS30 とも相関が高いことが分かっ
た．我が国では，全国を均質な精度で網羅し
ている微地形区分 5)をもとに AVS30 分布 4)が
整備されている．この AVS30 分布と本研究で
構築した地点補正項と AVS30 の関係式を用
いれば，増幅率（ )(

10
Tci ）を周期ごとに評価

することができる．図 3 に本研究で推定した
全国の周期 1.0 秒の増幅率の分布を，図 4 に
一都三県（東京，神奈川，埼玉，千葉）の周

期 1.0 秒の増幅率を示す．なお，これらの結
果は S波速度 600m/sの層の増幅率が 1.0 とな
るように基準化したものである．とくに首都
圏では，周期 1.0 秒程度の震動成分が増幅さ
れやすいことが確認できた． 
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図 1 地点補正項と伝達関数の比較（KiK-net

八王子：TKYH12） 
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図 2 地点補正項と AVS30 の関係（周期 1.0

秒） 

 

図 3 日本全国の周期 1.0秒の震動成分の増
幅率 

 

図 4 一都三県の周期 1.0秒の震動成分の増
幅率 
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図 5 本研究で推定した増幅率と既往研究
の比較 



本研究の推定結果の妥当性を検証するこ
とを目的とし，既往研究の結果と比較した．
Choi and Stewart6)は，AVS30 と減衰定数 5%の
加速度応答スペクトルの増幅率を周期ごと
に評価している．この研究では，米国やトル
コの強震記録が用いられている．Kanno et 

al.7)は，Choi and Stewart6)と同様の関係式を日
本での強震記録も含めて構築している．本研
究の結果とこれらの既往研究の結果を図 5 に
比較する．ここで，Choi and Stewart7)に従っ
て AVS30 が 760m/s のときに増幅率が 1.0 と
なるように基準化している．また，周期 0.5

秒のときと 1.0 秒のときの 2 通りで結果を比
較している．AVS30 が 500m/s 程度以上のと
きには推定される増幅率の差は非常に小さ
い．AVS30 が 500m/s 程度以下の場合に関し
ては，本研究の結果は Choi and Stewart6)と
Kanno et al.7)の間の値を示しており，距離減
衰式の地点補正項は周期ごとの地盤増幅特
性を表すのに有効であると考えられる． 

 
(2)既往地震の際の構造物の被害分析 
 本研究では，既往地震の際の構造物の被害
データを収集し，地震動強さ，周期特性と被
害率の関係性を評価した．具体的には，2011

年東北地方太平洋沖地震の際の宮城県仙台
市での上水道管路の被害データ，およびこの
地震による全ての水道事業体での管種・管径
別の上水道管路被害数，1995 年兵庫県南部地
震の際の神戸市の建物被害データを，それぞ
れ仙台市水道局，神戸市企画調整局などから
提供を受け，分析を行った．図 6 に仙台市に

おける水道管路被害データを，図 7 に神戸市
の建物全壊率（町丁目別）を示す． 

 東北地方太平洋沖地震の際の宮城県仙台
市における上水道管路被害を詳細に分析し
た．仙台市水道局における水道管路および付
属設備の被害数は 1,064 件であり，上水道管
路（導水・送水・配水管）については 437 件
の被害があった．管路延長は約 4,458 km で，
全体の被害率は約 0.1 件/km である 8)．437 件
の被害のうち，約 70%の 297 件が塩化ビニル
管（VP），約 25%の 117 件がダクタイル鋳鉄
管（DIP）で発生している．なお，DIP のう
ち耐震継手を有する管路（延長約 845 km8)）
では被害がなかった．このため，DIP のうち
耐震管は被害率（件/km）を算出する際の管
路延長からは除外することとした． 

 図 8 に，微地形区分および地形補正係数 9)

（Cg）ごとの導水・送水・配水管の被害数，
管路延長と被害率を示す．ここで，被害率は
管路延長が充分長い DIP（一般継手）と VP

について管種別に示し，さらに耐震管を除外
した全管種の被害率を参考として示す．東北
地方太平洋沖地震の際の宮城県仙台市では，
丘陵に敷設された上水道管路で被害が多数
発生していることが分かる．とくに VP は，
約 200 件の被害が発生した．丘陵の補正係数
（Cg）は 0.4 と定められており，相対的には
被害が生じにくい地形と考えられているが，
仙台市に関しては VP が約 0.3 件/km，DIP（一
般継手）が約 0.1 件/km の被害率を示した．
このような現象を踏まえて，本研究では微地
形区分と土地利用細分メッシュデータをも
とに丘陵上の造成地を抽出し，検討を進めた． 

 宮城県仙台市における水道管被害率と地
震動強さの関係を評価するために，仙台市内
の 29 強震記録を収集した．これらの最大速

 

図 6 仙台市中心部における微地形区分お
よび上水道管路の被害位置と管路敷設状況
（東北地方太平洋沖地震） 

 

図 7 兵庫県南部地震の際の神戸市におけ
る建物全壊率 

 

図 8 微地形区分ごとの導水・送水・配水
管の被害数と被害率 



度（PGV）の平均値は 73.4 cm/s であり，100 

cm/s 以上の PGV を 3 観測点で示した．強震
記録と上水道管路の被害率を対応付けるた
めに，深さ 30m までの地盤の平均 S 波速度
（AVS30）の分布 4)にもとづき，地震観測点
（29 地点）とほぼ同程度の地震動強さと考え
られる範囲を選定した．また，地震観測点周
りの範囲ごとに管路延長と被害数をまとめ，
さらに PGV の大きさによってその結果を集
約した． 

 図 9 に，宮城県仙台市における地震動強さ
と水道管被害率の関係を管種別に示す（管径
100-150 mm のみ）．Cgが 1.0 とされる低地に
おける DIP の被害率は概して小さい．PGV が
60-70 cm/s，70-80 cm/s のとき低地では被害が
ないが，台地（Cg = 0.8）と造成地では被害が
発生している．とくに造成地の被害率は高く，
補正係数を 0.4 とすることは適当ではないと
考えられる．VP に関しても，低地よりも造
成地の方が高い被害率を示すことが分かる．
このような丘陵の造成地の被害率が低地の
被害率よりも高くなる現象は，現状の被害予
測式での扱いとは逆の傾向を示すものであ
り，地震被害予測や水道管路の更新計画立案
の際に充分な配慮が必要なものと考えられ
る．また，同程度の地震動強さの下で低地よ
りも造成地の方が被害率が高かったことは，
地震動の特性なども影響しているものと思
われるが，今回の事例について震動の周期特
性と被害率の相関性を評価することはやや
困難であり，今後の継続課題と考えている． 

 本研究で収集した兵庫県南部地震の建物
被害データでは，年代ごとの構造別棟数，被
災度判定棟数，建築年代別棟数などが含まれ
ている．ここでは，地震により被害を受けた
建物が最終的に解体に至る割合（解体率）に
着目し，被害分析を行った．既往研究 10)では，
新潟県中越地震の際の建物解体棟数をもと
に，木造建物の解体損傷度を算出している．

兵庫県南部地震の際の建物被害データを用
いて，既往研究に従って解体損傷度を算出し
た．新潟県 8 市町と神戸市 9 区で推定された
解体損傷度を市町別または区別に図 10 に示
し，集計単位ごとの解体損傷度のバラツキを
評価する．新潟県中越地震の際の市町別の解
体損傷度は，柏崎市の 0.36 が最小，十日町市
の 0.74 が最大で，標準偏差は 0.12 である．
また，対象地全域の解体損傷度は 0.59 である．
神戸市 9 区に関しては，北区の 0.49 が最小，
中央区の 0.78 が最大で，標準偏差は 0.12 で
ある．全域の解体損傷度は 0.61 である．この
ように全域での解体損傷度は，2 地震とも同
程度の値を示していることから普遍性は高
いものと考えられる．しかし，区ごとにバラ
ツキがあるのも事実であり，今後はその原因
について検討を進めるとともに，地震被害想
定などに本研究の結果を適用する際には，バ
ラツキを考慮した解体棟数予測とすること
が望ましいと思われる． 
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